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第3章EUにおける人の移動
う回答のEU平均は70%である。ギリシア，ドイツ(東西),アイルランドが
80％を超え，ギリシアがもっとも高い。つづいて，ベルギー，オランダ，イ
ギリス，ルクセンブルク，オーストリア，ポルトガル，フランスがEU平均
を上回っている。EU平均を下回っているのは，デンマーク，スペイン，イ
タリア，スウェーデン，フィンランドで，フインランドがもっとも低い。
『ヴェルト』の解説では,EU平均70%のうち20%が，移民よ，再び去れと
いう考えである。総計58％が，移民のエスニック的集団行動を恐れ，さらに
移民によって職を奪われる脅威，移民による犯罪増加の脅威を語っている。
低所得，低学歴者において移民拒否の傾向が強い。また40-49歳の年齢グ
ループより，30-39歳の年齢グループの方において，多文化社会拒否の傾向
が強い。
『ヴェルト』は,EUMCが論拠として掲げる最新のアンケー ト結果が2003年
であること，そして1997年以来の反移民感情の上昇を語る上で，これと比較
に足る過去の数字が挙げられていないというその研究の弱点も指摘している。
わたしは，「ヴェルトjのこの記事を最初に見たときは衝撃を受けた。し
かし，よく考えてみると，『ヴェルト」も指摘しているとおり,EUMCは，最
近とくに反移民感情と多文化社会拒絶の考えが強まったという事実の証拠を
ここでは示しえていない。多文化社会拒否がEU平均で70%という数字は，
一見高いと思われるが，そのうち明確な移民拒否は20%である。残りは，多
かれ少なかれ多文化社会にも限度があるという考えからなるoEU市民の多
くは多文化社会そのものを否定しているわけではないと思われる。
しかし，『ヴェルト』のこの記事は,EUにおける移民問題の最近の状況を
伝えるものであることも看過できない。EU諸国では，これまで多文化主義
を掲げ，多文化主義的教育を実践してきた。これは，民族的少数者問題への
取り組みの先進的な例をなす。しかし，それは，多文化主義を限りなく称揚
するものではなく，「社会への民族的少数者の統合」という観点の枠組みの
なかでのことであった。そこには多文化主義こそが，民族的少数者の社会的
統合の確かな道であるという確信が見られる。こうした事実は，移民のあい
だで，結局は，多数者の価値観と文化の優位のもとで多数者への「同化｣が
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